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令和８年度茨城県民間フリースクール連携推進事業（運営費）補助金の交付申請に係る申立書


令和８年度茨城県民間フリースクール連携推進事業（運営費）補助金の交付申請にあたり、申請者並びにその役員及び職員等について、下記の事項に相違ないことを申し立てます。

記

１　政治活動又は宗教活動を主たる目的としていないこと

２　特定の公職（公職選挙法第３条に規定する公職をいう。）にある者、若しくはその候補者、又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対する活動を行う団体でないこと

３　過度な利益追求や勧誘等を行っていないこと

[bookmark: _Hlk229427887]４　児童生徒等に対する体罰、虐待、児童対象性暴力等その他人権侵害行為を行ったことが判明している者を、本事業に従事させていないこと

５　学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律及び国が定めるガイドライン等の趣旨を踏まえ、児童対象性暴力等の防止のために必要な措置として、次に掲げる事項を含む体制を整備していること
　(1) 児童生徒等との私的な連絡、私的な面会、管理責任者の許可を得ない私物端末による撮影その他児童対象性暴力等につながるおそれのある不適切な行為を禁止し、職員等に周知していること
(2) 児童生徒等、保護者又は職員等が、児童対象性暴力等又はそのおそれのある行為について相談できる体制を整備していること
　(3) 職員等に対し、児童対象性暴力等の防止等に関する周知、啓発又は研修を行っていること
(4) 児童対象性暴力等又はそのおそれのある行為を把握した場合に、児童生徒等の安全確保、事実確認、関係機関への相談又は通報その他必要な対応を速やかに行う体制を整備していること

６　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員の統制下にある団体でないこと

７　本事業の補助対象経費と同一の経費について、国又は地方公共団体から他の補助金等の交付を受けていないこと
